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１ クリーン農業とは

○ 「クリーン農業」とは、堆肥等の有機物の施用などによる土づくりに努め、化学肥料や化学合成農薬の使用を必要最小限
にとどめながら、品質の高い農産物の安定的に生産する農業。

○ 平成３年（1991年）に北海道が全国に先駆けて提唱。
○ 「クリーン農業」では、国の「特別栽培農産物に係る表示ガイドライン」に基づく「特別栽培農産物」や、化学肥料や農薬を基
本的に使用しない「有機農業」なども含めて取り扱う。

１．土づくりの推進
２．化学肥料の低減
３．化学合成農薬の低減

○ 農業の自然循環機能の
維持・増進

○ 安全・安心で高品質な
農産物の安定生産

■ クリーン農業の概念図■ クリーン農業の目的
収量や品質に影響がない 化学肥料・化学農薬の低減をより重視

北海道のクリーン農業

クリーン農業以外の農業

YES!clean農産物

特別栽培農産物

有機農業

化学肥料 減

有機農産物
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○ 効率性の過度な追求や不適切な資材利用・管理による農業生産活動は、環境への悪影響などを招くおそれがある。
○ 本来、農業生産活動は自然循環機能を有しており、環境と調和のとれたクリーン農業は、①温室効果ガスの発生抑制、
②生物多様性の維持・保全などの環境保全上の多様な機能を発揮。
○ 近年、環境問題に対する社会の関心が高まる中で、クリーン農業の推進は、北海道農業が消費者の信頼を得て競争力の
ある産業として持続的に発展していく上でも重要な取組。

２ クリーン農業と環境保全との関わり

■ 環境と調和のとれたクリーン農業■ 農業生産活動の主な環境リスク

主な農作業
河川・湖沼

・地下水・海域
大気・温暖化・オゾン層 土壌・生態系

ほ場管理
○土壌粒子の流亡などに

　よる水質汚濁・富栄養化

○水田土壌等からの温室効

　果ガスの発生

○風水食による土壌流亡に

　伴う生活環境の悪化

プラスチック

資材等

○野焼きなどによる有害

　物質の発生

○不適切な埋立などによる

　生態系への影響

家畜飼養

○家畜排せつ物の不適切な

　処理などによる

　水質汚濁・富栄養化

○反すう動物の消化管内

　発酵による温室効果ガス

　（メタン）の発生

○悪臭

かんがい
○代かき用水の排水などに

　よる水質汚濁・富栄養化

農業機械

加温設備等

○化石燃料の使用による

　温室効果ガス（二酸化炭

　素）の発生

○農業機械作業による土壌

　の圧密

施　肥
○不適切な施肥による水質

　汚濁・富栄養化

○肥料成分由来の温室効果

   ガス（一酸化二窒素）の

   発生

○化学肥料への過度な依存

　による土壌の劣化

防　除
○不適切な農薬使用による

　水質汚濁

○不適切な農薬使用による

　周辺自然生態系への影響
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３ なぜ、クリーン農業か？ ①農林水産分野の温室効果ガス排出量

○ 日本のGHG総排出量は、11.35億トン、うち農林水産分野は4,790万トン、全排出量の4.2％ (R4年度)
○ 北海道の排出量は、5,960万トン、うち農林水産分野は733万トン、本道排出量の12％ (R2年度)

○ 道内の農林水産分野の温室効果ガスの排出量は、国内全体と比較して高い割合。

■ 日本の農林水産分野のＧＨＧ排出量と吸収量（R4）

データ出典：温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）

■ 北海道の農林水産分野のＧＨＧ排出量と吸収量(R2）

データ出典：環境生活部「北海道地球温暖化対策推進計画」に基づく報告書

※温室効果ガスの名称（地球温暖化係数） CO2:二酸化炭素（1） CH4:メタン（２８） N２O：一酸化二窒素(265)
※排出量の合計値には、燃料燃焼及び農作物残渣の野焼きによるCH4、N2Oが含まれているが、僅少であることから標記していない。
このため、排出量の合計とガス毎の合計値は必ずしも一致しない。

総排出量
11億3,500万ｔ

4.2%

農林水産分野の
排出量

排出量
4,790万ｔ

稲作
1,307

家畜の消化
管内発酵
866

家畜排せつ物
管理
271

CO2
（30.7％）

N2O
（18.2％）

燃料燃焼
1,430

農用地の土壌
520

家畜排せつ物
管理
342

石灰・尿素施肥
41

12%

農林水産分野の
排出量

排出量
733.0万ｔ

CH4
（55.0％）

N2O
（14.3％）

CO2
（30.7％）

燃料燃焼
225.1

家畜の消化
管内発酵
278.7

家畜排せつ物
管理
83.6

稲作
40.9

家畜排せつ物
管理
76.4

農用地の土壌
28.1

単位：万t-CO2 単位：万t-CO2

総排出量
5,960万ｔ
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３ なぜ、クリーン農業か？ ②地球温暖化が道内農業に及ぼす影響

○ 2030年代の道内の気温は平均２℃上昇すると予測され、農業分野での地球温暖化防止に積極的に貢献するとともに、
SDGs（持続可能な開発目標）などの動きに適切に対応するためにも、クリーン農業は、今後も、ますます重要となる取組。

■ 地球温暖化が道内農作物に及ぼす影響（2030年代予測）

■ 2030年代の道内の気象変動予測による17.5℃以上の地域（６～９月の平均気温）

資料：（地独）北海道立総合研究機構「地球温暖化が道内主要作物に及ぼす影響とその対応方向（2030年代の予測）

区 分 収 量 品 質

水 稲
やや増加
（登熟期間の気象条件向上）

良食味化
（アミロース、タンパクの低下）

小 麦
８～18％減（日射量低下）
降水量増で水分不足緩和地域も

品質低下
（降水量増等で倒伏、穂発芽、赤かび病）

てんさい 根重12％増、糖量６％増 根中糖分（％）0.8ポイント低下

ばれいしょ 15％程度減（日射量低下） でんぷん含有量低下

大 豆
「ユキホマレ」道央、道南以外で増加
「トヨムスメ」殆どの地域で増加

裂皮粒やしわ粒の多発
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○ クリーン農業に対する道民理解を促進し、一層の普及・拡大を図るため、(地独）北海道立総合研究機構と連携し、クリーン
農業による温暖化ガスの発生抑制や生物多様性保全の効果を客観的に評価する手法を開発。
○ クリーン農業技術の導入により、生産面積当たりの温暖化ガス排出量が減少し、地球温暖化防止に貢献。
○ 減農薬栽培のほ場においては、天敵生物の個体数の増加が確認され、生物多様性保全に貢献。

地球温暖化防止の効果 生物多様性保全の効果

資料：北海道立総合研究機構「天敵生物の発生量増加によるクリーン農業の環境保全
効果の確認（H24（2011））

水稲
大豆

ばれいしょ
キャベツ秋まき小麦

ｱｼﾅｶﾞｸﾞﾓ
類

ﾃﾝﾄｳﾑｼ
類

ｸｻｶｹﾞﾛｳ
類

ﾋﾒﾊﾅ
ｶﾒﾑｼ類

ｷﾞﾌｱﾌﾞﾗ
ﾊﾞﾁ

クモ類

クリーン農業において殺虫剤成分回数を削減したほ場で
発生の増加が認められる天敵生物

資料：北海道立総合研究機構「クリーン農業による畑地からの温室効果ガスの排出抑制
効果」（R4（2022）） 6

正味GHG排出削減量量

（tCO２-eq/10a）

 ばれいしょ 0.647～0.694

 大豆 0.647～0.694

 えだまめ 0.647～0.694

 たまねぎ 0.666～0.714

 かぼちゃ 0.657～0.704

 その他 0.638～0.752

YES!clean 登録集団の畑作・露地野菜畑における正味 GHG 排出の削減量の試算

作物

注1 H28～R2年平均（北海道クリーン農業推進協議会調べ）

注2 土壌窒素肥沃度「中」、かつ堆肥由来のN2O排出係数が高い場合と低い場合の試算

0

0.25

0.5

0.75

1

1.25

慣行栽培 YES！clean 慣行栽培 YES！clean

秋まき小麦 てんさい

N2O CO2
（100）

（54）

（100）

（10）

注1 秋まき小麦は前年9 月～8月、てんさいは3～10 月の積算

注2 括弧内は慣行施肥区に対する百分比

注3 CH4 排出量の寄与は1%未満のため省略

（正味GHG排出量ｔCO2-eq/10a）

３ なぜ、クリーン農業か？ ③クリーン農業の環境保全効果

■ クリーン農業の環境保全効果



729.4

526.3
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632.1

403.9

254.3

200
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元
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北海道

都府県

58.1

42.7

30.5

128.2

90.2

81.0

20

60
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140
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北海道

都府県

４ これまでのクリーン農業の取組状況と成果

■ 単位面積当たりの農薬出荷量の推移 ■ 単位面積当たりの主要肥料出荷量の推移

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」、（財）日本植物防疫協会「農薬要覧」 資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」、
日本肥料アンモニア協会「単肥及び複合肥料都道府県別出荷実績」

注１：主要肥料とは、硫安、尿素、過リン酸石灰、高度化成（含C複合）、普通化成、NK化成の合計

注１：農薬とは、殺虫剤、殺菌剤、殺虫殺菌剤、除草剤、植物生長調整剤など

注２：単位面積とは、作付延べ面積であり、飼肥料作物を除く
注２：単位面積とは、作付延べ面積であり、飼肥料作物を除く

○ 単位面積当たりの農薬出荷量は、クリーン農業がスタートした平成３年度（1991年度）と比べ47.6％減少（R５農薬年度）
○ 単位面積当たりの主要肥料出荷量は、クリーン農業がスタートした平成３年度（1991年度）と比べ46.1％減少（R５肥料年度）

↑
クリーン農業
スタート

↑
YES!clean

数値基準導入

（kg／ha）

（年度）

平成３年
(1991)に比べ
47.6％の減

↑
クリーン農業
スタート

↑
YES!clean

数値基準導入

（kg／ha）

（年度）

平成３年
(1991)に比べ
46.1％の減
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○ クリーン農業の円滑な推進を図るため、生産・流通・消費の関係団体と北海道の１９機関・団体で構成する「北海道クリーン
農業推進協議会」を平成３年(1991年)８月に設立し、現在、「北のクリーン農産物（YES!clean）表示制度」に基づく登録や普及啓
発及びＰＲ活動などを実施。

■ 北海道クリーン農業推進協議会の概要 ■ 令和６年度（2024年度）の活動内容

１ 設 立 平成３年（1991年）８月

２ 構成機関 １９機関・団体
（事務局：北海道農業協同組合中央会）

北海道農業協同組合中央会、北海道信用農業協同組合
連合会、ホクレン農業協同組合連合会、北海道厚生農業
協同組連合会、全国共済農業協同組合連合会北海道本
部、北海道農業共済組合連合会、北海道家畜畜産物衛
生指導協会、北農会、北海道経済連合会、北海道スー
パーマーケット協会、北海道食品産業協議会、日本フード
サービス協会、北海道消費者協会、北海道生活協同組
合連合会、北海道立総合研究機構農業研究本部、北海
道市長会、北海道町村会、北海道

３ 主な事業
・ クリーン農業の推進対策の検討及び実施
・ YES!clean表示制度の普及啓発
・ YES!clean表示制度に基づく審査・登録
・ YES!clean農産物のＰＲ活動 等

１ 推進協議会の開催
（総会１回、幹事会３回）

２ YES!clean表示制度の普及啓発
・ 普及啓発パンフレット及び動画の作成
・ 地域関係機関・登録集団生産集団等との意見交換
・ 給食関連機関との意見交換
・ 農産物直売所・流通事業者との意見交換

３ YES!clean表示制度に基づく審査・登録
（幹事会３回、審査会３回）

４ YES!clean農産物のＰＲ活動 等
・ 販促資材等の作成及び活用
・ YES!clean農産物の販売に向け、YES!cleanマークの表示承認や
販促のための資材の提供
・ ホームページ、消費者交流イベント、メディア等の活用
による情報提供
道議会庁舎・道庁ロビー展への出展
生活協同組合広報誌への記事掲載
農業教育機関や技術研修の場へのクリーン農業出前講座
道内外での消費者交流イベント 等

５ 北海道クリーン農業推進協議会
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６ クリーン農業で生産される各種農産物表示制度の概要

○ クリーン農業で生産される農産物は、化学肥料や化学合成農薬の使用基準等に応じて、各法律等に基づく表示が行われ
ており、生産者又は生産集団自らが取組に応じて選択。

制度名 有機農産物検査認証制度
特別栽培農産物に係る
表示ガイドライン

北のクリーン農産物
（YES！ｃlean）表示制度

農業における環境負荷低減
事業活動の認定制度

認証等機関
農林水産大臣が登録した登録認定
機関（県等の行政機関、公益法人、
ＮＰＯ法人、株式会社）

なし（確認責任者の設定） 北海道クリーン農業推進協議会
都道府県

（北海道は総合振興局及び振興局）

申請主体
生産行程管理者（①生産者、②生産
者グループ、③流通業者）

栽培管理責任者
（生産者、生産者ｸﾞﾙｰﾌﾟ）

生産集団（個人は不可） 農業者（法人含む）

認証等の対象
生産行程管理者を認定

(生産物ごとの認定ではない)
「特別栽培農産物」

(次の基準を満たす農産物)
表示対象農産物ごとに生産集団を承認

品目毎の実施計画等の作成者を認定
(農産物の認証ではない)

認 証 等

基準要件

①化学肥料や農薬は原則使用しない
こと（やむを得ない場合、使用でき
る資材あり）

②播種又は植付けの時点からさかの
ぼり２年以上、禁止されている農薬
や化学肥料を使用していないほ場
で栽培すること

③遺伝子組換え由来の種苗を使用し
ないこと

④生産から出荷までの生産行程管
理・格付数量等の記録を作成

当該農産物の生産過程等において
使用される
①化学肥料の窒素成分量
②化学合成農薬の使用回数
が地方公共団体の定める慣行レ
ベルの５割以下であること

土づくりを基本に化学肥料や化学合成
農薬の使用を最小限にとどめる農法
①登録基準に適合していることなどの表
示対象農産物要件を満たすこと
・堆肥等有機物の施用量
・総窒素及び化学肥料窒素の施用量
・化学合成農薬の使用回数
・遺伝子組換え由来及びゲノム編集技
術の利用により得られた生物の種苗
を使用しないこと

②生産集団の管理体制が整備されてい
ることなどの登録生産集団の要件を満
たすこと

環境負荷低減事業活動の実施に関
する計画等（5ｶ年）を品目毎に作成し、
道が定める次のいずれかの事業活
動に取り組むこと
①土づくりと化学肥料・化学農薬の
削減を一体的に行う事業活動

②温室効果ガスの排出量の削減に
資する事業活動

③その他
・土壌への炭素貯留に資する土壌
改良資材を農地等に施用する生
産方式の導入 等

ロゴマーク な し な し

根拠法令等

・ＪＡＳ法（日本農林規格等に関する
法律H29（2017）.6.23改正）、
・有機農産物の日本農林規格
（H12(2000).1.20告示）

・特別栽培農産物に係る表示ガイド
ライ ン＜農林水産省制定＞
（H15(2003).5.26改正、

H16(2004).4.1施行）

・北のクリーン農産物表示要領＜北海道
クリーン農業推進協議会制定＞
（H12(2000).2.4制定、

H15(2003).9.25改正）
・加工食品におけるYES!cleanマーク
表示要領（H23(2011).6.14制定）

・環境と調和のとれた食料システムの確立の

ための環境負荷低減事業活動の促進等に関
する法律（R4(2022).5.2制定）
※認証等基準要件である①の事業活動のうち、
「持続性の高い農業生産方式の導入に関す
る指針」に基づく生産方式を導入した場合は、
エコファーマーの愛称を使用可 9



慣行の化学肥料

窒素施用量

(kg/10a)

化学肥料の窒素

施用量の上限値

(kg/10a)

削減率

(％)

総窒素施用量の上限値

(堆肥等を含む)

(kg/10a)

水　稲 10.0 7.0 30.0 8.5

畑作物 大豆 4.0 2.0 50.0 3.0

ばれいしょ 11.0 9.0 18.2 12.0

野　菜 かぼちゃ 13.0 8.0 38.5 14.0

たまねぎ 20.0 13.0 35.0 18.0

にんじん 16.0 10.0 37.5 15.0

メロン(ハウス) 13.0 8.0 38.5 16.0

果　樹 りんご 7.0 5.0 28.6 7.0

作物

７ YES!clean表示制度の概要

○ YES!clean表示制度は平成12年(2000年)に創設し、平成16年(2004年)からは数値化した基準（化学肥料の使用量及び化学
合成農薬の使用回数）による登録を実施しており、農産物ごとに定められた化学肥料・化学合成農薬の使用の削減など、一
定の基準を満たした生産集団が生産・出荷する農産物に「YES!cleanマーク」を表示する北海道独自の表示制度。

○ YES!clean表示制度の化学肥料及び化学合成農薬の使用基準は、水稲、畑作物、野菜などの66品目を対象に、堆肥施用
量、総窒素施用量、化学肥料使用量及び化学合成農薬成分使用回数などの数値基準を定めており、削減割合は品目により
異なるが平均して３割程度。

■ YES!clean表示制度の化学肥料及び化学合成農薬の使用基準

【化学合成農薬】

【化学肥料】

■ YES!clean表示制度の登録基準の主な特色

生産集団名 □□□□□□□□□□

代表者名（任意） □□□□□□□□

登録番号 第□□□□□□□号

連絡先 □□□□□□□□□□

住所 □□□□□□□□□□

電話番号 □□□□□□□□

化学肥料使用量（窒素成分/10a） ○kg以下

慣行レベルとの比較 ○割以上減

化学合成農薬成分使用回数 ○回以下

慣行レベルとの比較 ○割以上減

集団ＵＲＬ等（任意）

北海道クリーン農業推進協議会
https://www.yesclean.jp/

種 苗
・遺伝子組換えやゲノム編集技術などの利用によ
り得られたものを使用しないこと。

土 壌
診 断

・定期的な土壌診断を実施し、診断結果に基づき、
堆肥や化学肥料等を含めた肥料用量の総量
（「総窒素施用量」という。）の上限値を設定。

肥 料

・堆肥などの有機物の施用基準を設定し、土づく
りを基本。

・化学肥料(窒素成分）施用量の上限値を設定。

農 薬 ・化学合成農薬の有効成分使用回数の設定。

その他
・水稲は有人航空防除をしない。

・ばれいしょの茎葉枯凋剤を使用しない。
慣行の化学合成

農薬の使用回数

(回)

化学合成農薬の

使用回数上限値

(回)

削減率

(％)

水　稲 22 11 50.0

畑作物 大豆 13 11 15.4

ばれいしょ 21 12 42.9

野　菜 かぼちゃ 12 7 41.7

たまねぎ 30 18 40.0

にんじん 10 6 40.0

メロン(ハウス) 14 11 21.4

果　樹 りんご 31 24 22.6

作物

10



■ YES!clean登録生産集団数、YES!clean作付面積及び
特別栽培農産物取組面積の推移

８ YES!clean農産物等の生産状況

○ YES!clean表示制度に取り組む登録生産集団は令和６年度(2024年度)末で215集団、水稲、ばれいしょ、たまねぎ、かぼちゃ、
トマトなどの50作物を作付しており、その面積は１万4,542ｈａ。

○ 近年、作付面積や新規の登録生産集団が減少傾向であり、全道の作付面積に占める割合は、令和５年度(2023年度)産で
4.3％に留まっている。一方で、トマト39.9％など占有率が高い品目もある。

○ 特別栽培農産物の取組面積は拡大傾向であり、YES!cleanからの移行も確認されている。

資料：北海道クリーン農業推進協議会調べ

■ 主なYES!clean農産物の占有率

資料：北海道クリーン農業推進協議会調べ

(ha) (集団)

11

区分 R元年度産 R2年度産 R3年度産 R4年度産 R5年度産

（2019） （2020） （2021） （2022） （2023）

水稲 12.8 12.6 13.1 13.3 13.4

秋まき小麦 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

大豆 1.0 1.0 1.0 0.9 0.9

ばれいしょ 4.8 5.7 5.3 5.2 5.2

たまねぎ 2.2 1.5 1.5 1.4 1.3

にんじん 4.5 4.2 4.0 3.9 3.7

かぼちゃ 3.9 3.6 3.7 3.7 3.4

キャベツ 8.4 8.4 7.5 6.9 6.5

トマト 52.3 50.2 46.4 45.9 39.9

ピーマン 9.6 9.3 6.9 7.0 6.7

すいか 22.5 21.7 20.8 21.0 20.2

メロン 3.7 3.3 3.1 4.0 4.2

りんご 27.1 26.6 17.6 17.6 16.2

なし 25.6 23.0 8.8 8.0 7.2

ぶどう 1.8 1.6 1.4 1.4 1.4

全体 4.9 4.7 4.6 4.3 4.3

全道の作付面積に対する占有率（％）



９ YES!clean農産物の加工食品への取組状況

○ YES!clean農産物の生産・流通・消費を拡大するため、YES!clean農産物を原材料として利用する加工食品について、YES!
cleanマークを表示する取組を平成23年(2011年)６月に創設。

○ YES!cleanマーク表示の実績のある加工食品は、令和７年(2025年)３月現在、10社32商品。

■ YES!clean加工食品の表示基準 ■ YES!cleanマーク表示の加工食品（令和７年(2025年)３月現在）

この「○○○○」は、原材料に
YES!clean農産物を使用しています。

農産物名：○○○○
生産集団名：○○○○○

原材料の栽培基準はこちらホームページでご覧になれます。

http://www.yesclean.jp/

【表示例】

● 原材料の一部又は全部にYES!clean農産物を使用
● 一種類以上の原材料で、全量YES!clean農産物を使用
例：弁当の場合、原材料の一つである米が全量

YES!cleanである等
● 原材料のYES!clean農産物を生産した地域や登録集団
が特定

資料：北海道クリーン農業推進協議会調べ

12

商品 商品数 原料 登録集団 製造者（または販売者）

小豆小袋 1 小豆 常呂町小豆生産組合 常呂町農業協同組合

ぜんざい、あん、

赤飯の素
6 小豆 常呂町小豆生産組合 谷尾食糧工業（株）

納豆 1 大豆 十勝クリーン大豆生産組合 （株）登喜和食品

シフォンケーキ、

めん類等
15

水稲

（うるち）

JAようてい水稲生産組合

ニセコ支部
ニセコフードコミッション企業組合

たい焼き 1 小豆 常呂町小豆生産組合 常呂町小豆生産組合

飲料（ジュース） 1 メロン
苫前町農協特定蔬菜生産部会

（メロン部門）

飲料（スムージー） 1 かぼちゃ
苫前町農協特定蔬菜生産部会

（南瓜部門）

飲料（甘酒） 1
水稲

（うるち）
苫前町農協水稲推進部会

包装米飯 1
水稲

（うるち）
うりゅう米生産組合 販売者：きたそらち農業協同組合

冷凍枝豆、

フレーバー枝豆
2 えだまめ 十勝清水町枝豆生産組合 販売者：十勝清水町枝豆生産組合

飲料（甘酒） 1
水稲

（うるち）
苫前町農協水稲推進部会 販売者：苫前町農業協同組合

米粉 1
水稲

（うるち）
ニセコビュープラザ直売会 ニセコビュープラザ直売会

計 32 計　10　社

堀松産商株式会社



に

10 農業試験場によるクリーン農業技術の開発

○ クリーン農業の推進に不可欠な技術は、北海道立総合研究機構において、これまでに427の技術が開発され、農業改良普
及センターなどによる情報提供や技術指導を通じて、普及を図っている。

資料：北海道農政部（平成3年度～令和７年度までの研究成果）

■ クリーン農業技術の開発状況（令和7年3月現在）

に

○土壌熱水抽出性窒素に基づくトマトの追肥技術

トマトの追肥量を土
壌熱水抽出性窒素
に応じて決める方法
を開発。施設栽培ト
マトにおける適切な
窒素追肥法として活
用。

○クリーン農業による畑地からの温室効果ガスの排出抑制効果

○球肥大改善に向けた直播たまねぎの窒素分施法

○生産・流通・消費から見たクリーン農業の総合評価

○蒸気式催芽における食酢によるイネ褐条病および苗立枯細
菌病の防除法

加工向け玉ねぎの直播栽培で窒素の分施（播種前：8週目=１：２）に
よって、多雨の年でも大きな玉ねぎの生産を可能とし、収量を安定化。

畑作・露地野菜畑では堆肥
施用（３ｔ/10a）と窒素減肥

によるクリーン農業技術の
導入により、温室効果ガス
の排出抑制に寄与。

など

など

など

CO₂

N₂O

13

うち高度クリーン

施肥法の改善 71 －

施用有機物の評価技術 43 9

土壌生物特性・活性化技術の開発 8 －

減農薬栽培の実態調査 7 －

効率的防除法の開発 58 11

要防除水準の設定 16 －

簡易モニタリングシステムの開発 11 －

化学合成農薬以外による防除技術 41 5

生物的防除 20 －

耕種的防除 24 －

農薬散布量の減量化 6 －

高能率除草機の開発・改良 6 －

農産物の品質評価法の開発 18 －

簡易分析法の開発 2 －

栽培技術の開発 28 －

高品質貯蔵・保鮮技術 2 －

農耕地の養分フロー把握と負荷軽減技術の開発 25 －

農耕地におけるガスの発生抑制技術の開発 9 －

家畜のふん尿

の低コスト処

理・利用技術

低コストふん尿処理・利用技術の開発 15 15 －

総合経済評価 クリーン農業の経営経済的評価 17 17 3

28

環境負荷抑制

技術
34

合　　　計 427

品質評価

 ・向上技術
50

化学肥料の使

用量を減らす

ための技術

農薬の使用量

を減らすため

の技術

技術開発体系 成果数

122

189



11 クリーン農業の施策上の位置づけ

○ クリーン農業は、「北海道農業・農村振興条例」（平成9年（19997年）4月制定）及び「北海道食の安全・安心条例」（平成17年
（2005年）3月制定）において位置づけられた北海道農政における重要な施策。
○ 「北海道クリーン農業推進計画」は、クリーン農業に係る施策の具体的な展開方向に関する計画であり、平成３年（1991年）
以降、５年ごとに策定・見直しを行い、令和7年（2025年）3月に第８期目となる推進計画を策定。

道

北海道農業・農村振興条例
（Ｈ9(1997).4)

第６期北海道農業・農村振興推進計画
(R3(2021).3)

北海道食の安全・安心基本計画[第5次］
(R6(2024).3)

北海道食の安全・安心条例
(Ｈ17(2005).3)

有機農業の推進に関する法律
（H18(2006).12）

環境と調和のとれた食料システムの
確立のための環境負荷低減事業活動の

促進等に関する法律
（R4(2022).5）

国

（１５条 環境と調和した農業の促進等） （１６条 農産物等の安全及び安心の確保）

（７条 推進計画）

食料・農業・農村基本法
（R6(2024).6改正）

（３条 環境と調和のとれた食料システムの確立）

（２条 食料安全保障の確保）

（１７条 食料・農業・農村基本計画）

（新）食料・農業・農村基本計画
（R7(2025).3）

反映

（１６条 基本計画）

農林漁業における環境負荷低減事業活動の促進に関する北海道基本計画
（R４(2022).12）

北海道有機農業推進計画
［第４期］

（R４(2022).3）

根拠

根拠

北海道クリーン農業推進計画（第８期）
（Ｒ７(2025).3）

① 安定生産と環境負荷低減の両立

② クリーン農業に対する理解醸成

③ YES!clean農産物表示制度や
特別栽培農産物表示制度の推進

④ 有機農産物の生産拡大

⑤ クリーン農産物の販売拡大

◆ 施策の推進方針と展開方向 ◆

施策の具体的な
展開方向に
関する計画

① 有機農業の取組拡大

② 有機農業技術の開発・普及

③ 有機農産物等の販路拡大

④ 有機農業への理解醸成

反映

・
・
・

14



（５）クリーン農産物の販売拡大

○輸出先の基準等に対応したクリーン農産物の生産推進など

国際水準ＧＡＰ（J・ASIA）の認証農場 320農場→415農場

12 北海道クリーン農業推進計画（第８期）について

15

１．計画の策定の背景・趣旨

◯ 背景
・ 気候変動、資材価格高止まり、高齢化や離農、経営面積拡大
・ 改正｢食料・農業・農村基本法｣の基本理念に｢環境と調和のとれた食

料システムの確立｣の明記
・ 道内の主要化学肥料及び農薬使用量はクリーン農業の取組を開始した

平成３年度比で約４～５割減少したが、近年は減少幅が縮小

◯ 趣旨
・ 「第６期農業・農村振興推進計画」及び「第５次北海道食の安全・安

心基本計画」に沿った具体的施策別計画として、農産物の安定生産と
環境負荷低減の両立に向けた今後の施策の展開方向を示すため策定

２．計画期間

・令和７年度(2025年度)から令和12年度(2030年度)の６年間

３．施策の展開方向と目標指標

（１）安定生産と環境負荷低減の両立

化学肥料･化学合成農薬を削減するクリーン農業技術の開発、担い
手の減少に対応するため、クリーン農業の省力化と精密化、クリー
ン農業技術導入の経済的評価など

単位面積あたり使用量 ＜肥料＞392.8kg/ha→365.0kg/ha
＜農薬＞ 30.5kg/ha→ 26.8kg/ha

（２）クリーン農業に対する理解醸成

環境負荷低減効果や経営メリットについての情報発信など

クリーン農業を学んだ児童・生徒数 0人→のべ134,000人

（３）YES！clean表示制度や特別栽培農産物表示制度の推進

登録基準を参考にした産地づくり、ＰＲ活動の推進など

YES!clean及び特別栽培農産物の作付面積 29,300ha→38,000ha

（４）有機農業の生産拡大

有機農業への参入・転換促進により需要に応える生産を推進

有機農業取組面積 7,431ha→11,000ha

50 

100 

61 

40

60

80

100

H1 3 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 R1 3

農薬出荷量

主要肥料出荷量

クリーン農業
取組開始



13 農林水産業における環境負荷低減事業活動の認定制度

○ 道では、農林漁業者の環境負荷低減事業活動を促進するため、みどりの食料システム法に基づく「農林漁業における環境
負荷低減事業活動の促進に関する北海道基本計画（以下、「基本計画」という。） 」を道内179市町村と共同で策定（令和４年
12月）。

○ 基本計画に定める環境負荷の低減に関する目標達成に資するため、農業者等が作成する「環境負荷低減事業活動実施計
画」の認定申請の受付を令和５年（2023年）1月より開始。

16

■環境負荷低減事業活動の概要 ■環境負荷低減事業活動実施計画の認定スキーム

○みどり投資促進税制（特別償却）
・化学肥料や化学農薬の使用量を低減させる設備等を導入した場合、導入当初の法
人税・所得税の負担を軽減（認定実施計画に基づき、令和８年３月31日までに導入
したものに限る） ※補助金併用可
○農業改良資金融通法の特例
・貸付資格認定のワンストップ化、貸付期間の延長（10年→12年）
○家畜排せつ物法の特例、食品等流通法の特例
・日本公庫による長期低利資金の貸付適用
○国の各種予算事業におけるメリット措置
・みどりの食料システム戦略交付金等における評価のポイント加算（優先採択）

■支援措置

○土づくりと化学肥料・化学農薬の削減

○温室効果ガスの排出量の削減

○その他

など

有機農業 化学肥料・化学農薬を不使用

特別栽培農産物 化学肥料・化学農薬の使用量を５割低減

YES!clean
農産物表示制度

堆肥等の施用による土づくりを基本に、化学肥
料・化学農薬の使用量を平均３割低減

スマート農業
ＩＣＴ等を活用した農業機械
の省エネルギー化・電動化

燃油使用量を低減する設備・技術
施設園芸におけるヒートポン
プ等

水田作で発生するメタンを削減す
る技術

稲わらのほ場からの搬出及
び堆肥化

家畜排せつ物の管理方法の転換 強制発酵等

家畜の消化管内発酵により発生す
るメタンを削減する技術

脂肪酸カルシウムの給与等

土壌への炭素の貯留 バイオ炭の施用等

化石資源由来のプラスチック使
用量の削減

生分解性プラスチックの使
用等

認定
通知書
交付

市町村

農業改良普及センター

回答

協同組合等

農林漁業者（協同組合等の組合員）

申請書
提出

申請書
提出

認定
通知書交付

各（総合）振興局農務課・水産課・林務課（認定機関）

北海道・道内179市町村（基本計画）

意見
照会

農林漁業者（協同組合等の組合員以外）

日本政策金融公庫必要に応じ事前相談（農業のみ）

農業のみ


